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(57)【要約】
【課題】トレランスリングの摩耗を好適に抑えることが
できる。
【解決手段】トレランスリング１０は、円筒状の本体部
１１と、本体部１１の径方向の外側に隆起する複数の隆
起部１４とを有している。そして、複数の隆起部１４の
少なくとも有孔隆起部には、当該有孔隆起部の隆起の起
点部位１５と頂部１６との間の部分である立ち上がり部
１７を少なくとも貫通して有孔隆起部の内外を連通する
連通孔１８が設けられるようにした。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　円筒状の本体部と、前記本体部の径方向の外側又は内側に隆起する複数の隆起部とを有
するトレランスリングにおいて、
　前記複数の隆起部の少なくとも一つには、当該隆起部の隆起の起点となる部位と前記隆
起部の頂部との間の部分である立ち上がり部を少なくとも貫通して前記隆起部の内外を連
通する連通孔が設けられている
　ことを特徴とするトレランスリング。
【請求項２】
　前記複数の隆起部は、前記本体部の周方向に沿って並設されるものであり、
　前記連通孔は、前記本体部の軸方向における前記隆起部の端部に設けられている請求項
１に記載のトレランスリング。
【請求項３】
　前記連通孔は、前記隆起部の頂部を避けて同隆起部に設けられている請求項１又は２に
記載のトレランスリング。
【請求項４】
　前記隆起部には、複数の前記連通孔が設けられている請求項１～３のうちいずれか一項
に記載のトレランスリング。
【請求項５】
　前記本体部は、合口部を有し、
　前記連通孔は、前記複数の隆起部のうち、前記本体部の周方向において前記合口部を挟
んで当該合口部に最も近接する一対の隆起部を少なくとも除いた他の隆起部に設けられて
いる請求項１～４のうちいずれか一項に記載のトレランスリング。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、トレランスリングに関する。
【背景技術】
【０００２】
　トレランスリングには、シャフトの外周面と同シャフトが挿入されるスリーブの内周面
との間に弾性変形した状態で嵌合されることによってトルクリミッタの一部を構成するも
のがある。こうしたトレランスリングを用いたトルクリミッタでは、シャフトとスリーブ
との間の伝達トルクがトレランスリングとシャフト及びスリーブとの間の最大摩擦力によ
って定まる許容値を超えた場合に、シャフトやスリーブとトレランスリングとの間に滑り
回転が生じることにより、上記伝達トルクが許容値以下に制限される。
【０００３】
　特許文献１には、こうしたトレランスリングの一例が開示されている。このトレランス
リングでは、円筒状の本体部にその径方向の外側に隆起する複数の隆起部が形成されてい
る。この複数の隆起部と本体部の径方向の内側に配置されるシャフト（モータ軸３４）と
の間には、トレランスリングに滑り回転が生じる際の摩耗を抑えるための潤滑油が貯留可
能となっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１２－１９７９２７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、トレランスリングに繰り返し滑り回転が生じることによって発生する摩耗粉
は、トレランスリングの複数の隆起部とシャフトとの間、すなわち隆起部の内部に溜まる
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。この隆起部の内部に溜まった摩耗粉の一部がシャフトやスリーブとトレランスリングと
の間の滑り面に介在した状態でトレランスリングに滑り回転が生じると、摩耗粉によりト
レランスリング又はシャフトやスリーブの滑り面が削られることで摩耗粉が発生し摩耗が
促進され、ひいては摩耗粉の発生が助長されるおそれがある。
【０００６】
　なお、このような課題は、シャフトとスリーブとの間の保持力が上記許容値を超えた場
合に、シャフトやスリーブとトレランスリングとの間に軸方向の滑りが生じることにより
、上記保持力が許容値以下に制限されるリミッタにおいても同様に存在する。
【０００７】
　本発明は、このような実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、摩耗を好適に抑
えることのできるトレランスリングを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するトレランスリングは、円筒状の本体部と、本体部の径方向の外側又
は内側に隆起する複数の隆起部とを有している。そして、上記トレランスリングにおいて
、複数の隆起部の少なくとも一つには、当該隆起部の隆起の起点となる部位と隆起部の頂
部との間の部分である立ち上がり部を少なくとも貫通して隆起部の内外を連通する連通孔
が設けられている。
【０００９】
　ここで、隆起部の頂部とは、同隆起部において隆起の高さ、すなわち本体部の径方向に
おける長さが最も長い部位及び同部位の周囲の部分である。より具体的には、シャフトの
外周面とスリーブの内周面との間にトレランスリングが弾性変形した状態で嵌合されたと
きに、シャフトの外周面やスリーブの内周面と接触する部分である。
【００１０】
　上記構成によれば、隆起部に設けられた連通孔を通じて潤滑油が隆起部の内外に流入及
び排出されるようになる。そして、このように流入した潤滑油が排出されるのに伴って、
トレランスリングに繰り返し滑り回転が生じることによって生じる摩耗粉を隆起部の内部
から排出させて隆起部の内部に溜まり難くすることができる。これにより、トレランスリ
ングに滑り回転が生じる場合、シャフトやスリーブとトレランスリングとの間の滑り面に
介在する摩耗粉を少なくすることができるため、更なる摩耗粉の発生を抑えることができ
る。その結果、トレランスリングの摩耗を好適に抑えることができる。なお、連通孔は例
えば本体部の軸方向において隆起部の端部に設けられていることが望ましい。
【００１１】
　ところで、上記連通孔が隆起部の頂部を貫通している場合、その頂部は剛性が低下して
変形しやすくなるため、シャフトやスリーブから頂部に作用する圧縮荷重が低下する。こ
のため、シャフト及びスリーブとトレランスリングとの間に生じる最大摩擦力が低下し、
トレランスリングを用いたトルクリミッタにおける伝達トルクの許容値の低下を招くおそ
れがある。
【００１２】
　このため、上記トレランスリングにおいて、連通孔は隆起部の頂部を避けて同隆起部に
設けられていることが望ましい。こうした構成によれば、上述したような伝達トルクの許
容値の低下を抑えることができる。
【００１３】
　また、上記トレランスリングにおいて、隆起部には、複数の連通孔が設けられているこ
とが望ましい。
　上記構成によれば、隆起部の内外に流入及び流出する潤滑油の量が増えるため、トレラ
ンスリングに繰り返し滑り回転が生じることによって生じる摩耗粉を隆起部の内部から好
適に排出させることができる。これにより、隆起部の内部に上記摩耗粉をより好適に溜ま
り難くすることができる。
【００１４】
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　また、上記トレランスリングにおいて、本体部に合口部が設けられている場合、合口部
に近接する部分は他の部分と比較して剛性が低くなる。このため、合口部近傍の隆起部に
連通孔が設けられていると、同部分の剛性はさらに低くなる。これにより、シャフトやス
リーブから合口部近傍の隆起部の頂部に作用する圧縮荷重は低下する。その結果、トレラ
ンスリングとシャフト及びスリーブとの間に発生する最大摩擦力の低下、換言すればトレ
ランスリングを用いたトルクリミッタにおける伝達トルクの許容値の低下を招くこととな
る。
【００１５】
　このため、上記トレランスリングにおいて、連通孔は、複数の隆起部のうち、本体部の
周方向において合口部を挟んで当該合口部に最も近接する一対の隆起部を少なくとも除い
た他の隆起部に設けられていることが望ましい。こうした構成によれば、合口部を有する
トレランスリングの隆起部に連通孔が設けられる場合であっても、上記許容値の低下量を
できるだけ小さくすることができる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、トレランスリングの摩耗を好適に抑えることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】トレランスリングを示す斜視図。
【図２】トレランスリングについてその展開した状態を示す正面図。
【図３】図２のIII－I II線断面図。
【図４】（ａ）は図２のIV－IV線断面図、（ｂ）は隆起部についてその径方向から視た場
合の正面図。
【図５】トレランスリングが用いられるトルクリミッタを示す断面図。
【図６】トレランスリングの有孔隆起部近傍を示す断面図。
【図７】別例のトレランスリングについてその展開した状態を示す正面図。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、トレランスリングの一実施形態を説明する。
　図１に示すように、トレランスリング１０は、円筒状の本体部１１を備える。本体部１
１は、長辺及び短辺を有する矩形状の金属板を円筒状に湾曲させて形成されている。本体
部１１は、本体部１１の周方向で対向する一対の端部１３の間に形成され、同本体部１１
の軸方向に沿って延びる直線状の隙間を形成する合口部１２を有する。
【００１９】
　なお、以下の説明において、「軸方向」は本体部１１の軸方向を意味し、「径方向」は
「軸方向」に直交する方向を意味し、「周方向」は「軸方向」を中心とした回転方向を意
味する。
【００２０】
　図１及び図２に示すように、本体部１１には、当該本体部１１の内周面から径方向の外
側に隆起する複数の隆起部１４が設けられている。それぞれの隆起部１４は、径方向視に
おいてその外形が長辺及び短辺を有する矩形状をなし、その長手方向と本体部１１の軸方
向とが一致している。複数の隆起部１４は、本体部１１の周方向に沿って並設されている
。
【００２１】
　また、合口部１２の近傍では、その他の部位に比べて隆起部１４と隆起部１４との間隔
が短い。すなわち、合口部１２を構成する一方の端部１３から数えて６つ目から９つ目ま
での隆起部１４は、周方向に間隔をあけて設けられている。これに対し、合口部１２を構
成する両端部１３からそれぞれ数えて１つ目から５つ目までの隆起部１４は、周方向に間
隔をあけることなく連続的に設けられている。これにより合口部１２の近傍における本体
部１１の剛性が高められている。
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【００２２】
　また、隣り合う隆起部１４同士は、軸方向に互い違いに設けられている。これによりト
レランスリング１０とシャフト３０やスリーブ４０との間で面圧が作用する部位を軸方向
に分散させ、トレランスリング１０の摩耗が低減されている。
【００２３】
　ここで、隆起部１４について詳しく説明する。
　図３に示すように、隆起部１４は、当該隆起部１４の隆起の起点となる起点部位１５を
有する。起点部位１５は、径方向視における隆起部１４の外郭辺を構成する。
【００２４】
　また、隆起部１４は、当該隆起部１４における隆起の高さ、すなわち本体部１１の径方
向における長さが最も長い部位及びその周囲の部位によって構成される頂部１６を有する
。なお、複数の隆起部１４のうち、合口部１２に最も近接する一対の隆起部１４（以下、
特にこの一対の隆起部を指すときは「合口隆起部」という）は、その頂部１６が合口部１
２を構成する一対の端部１３によって形成されている。このため、合口隆起部は、他の隆
起部１４よりもその大きさが小さく、他の隆起部１４を頂部１６に沿って分割した一つの
大きさ及び形状とほぼ等しい。
【００２５】
　また、隆起部１４は、起点部位１５と頂部１６との間の部分である立ち上がり部１７を
有する。立ち上がり部１７は、起点部位１５から頂部１６に向かって径方向外側に緩やか
に傾斜している。隆起部１４の径方向の内側の内部には、起点部位１５と頂部１６と立ち
上がり部１７の内壁によりくぼみが画成されている。
【００２６】
　図１及び図２に示すように、複数の隆起部１４のうち、合口隆起部を除いた他の隆起部
１４には、隆起部１４の内外を連通する円形状の連通孔１８が設けられている。以下、複
数の隆起部１４のうち、この連通孔１８が設けられた隆起部１４を合口隆起部と区別する
ときは有孔隆起部という。こうした連通孔１８は、本体部１１の軸方向における有孔隆起
部の両端部にそれぞれ一つずつ設けられている。
【００２７】
　具体的には、図４（ａ）及び図４（ｂ）に示すように、連通孔１８は、有孔隆起部の起
点部位１５のうち、本体部１１の軸方向において対向する短辺端部１９にそれぞれ設けら
れている。連通孔１８は、本体部１１において、短辺端部１９の周囲の部位から同短辺端
部１９を跨いで立ち上がり部１７の一部の部位までを貫通している。このように、連通孔
１８は、有孔隆起部の頂部１６を避けた態様にて同有孔隆起部に設けられている。また、
連通孔１８は、有孔隆起部の起点部位１５のうち、本体部１１の周方向において対向する
長辺端部２０に架からないようにして同有孔隆起部に設けられている。換言すれば、それ
ぞれの連通孔１８は、隆起部１４の一対の長辺端部２０を軸方向に延長したとき、その延
長線によって挟まれた領域からはみ出していない。すなわち、いずれの連通孔１８も、本
体部１１の周方向において隣り合う隆起部１４と隆起部１４との間の部分を避けた態様に
て有孔隆起部に設けられている。
【００２８】
　以下、本実施形態のトレランスリング１０の作用を説明する。
　図５に示すように、トレランスリング１０は、シャフト３０の外周面と同シャフト３０
が挿入されるスリーブ４０の内周面との間に弾性変形した状態で嵌合されることによって
トルクリミッタの一部を構成する。この場合、隆起部１４の頂部１６は、スリーブ４０の
内周面に接触することとなる。
【００２９】
　そして、図６に矢印で示すように、トレランスリング１０が嵌合されているシャフト３
０の外周面とスリーブ４０の内周面との間において、潤滑油Ｌｂは、有孔隆起部（合口隆
起部以外の隆起部１４）に設けられた連通孔１８を通じた有孔隆起部の内外への流入及び
排出が可能となっている。
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【００３０】
　ここで、図６の拡大図に示すように、トレランスリング１０とシャフト３０との間にお
いて、トレランスリング１０に繰り返し滑り回転が生じる場合には、トレランスリング１
０とシャフト３０の外周面との間、特に有孔隆起部の内部にトレランスリング１０に繰り
返し滑り回転が生じることによって生じる摩耗粉Ｄが溜まりやすい。
【００３１】
　しかし、こうした摩耗粉Ｄは、連通孔１８を通じて潤滑油Ｌｂが有孔隆起部の内外に流
入及び排出される過程において、有孔隆起部の内側から、例えば有孔隆起部の外側へと排
出される。
【００３２】
　このように特定隆起部の内部に流入した潤滑油が排出されるのに伴って、トレランスリ
ング１０に繰り返し滑り回転が生じることによって生じる摩耗粉を有孔隆起部の内部から
排出させて有孔隆起部の内部に溜まり難くすることができる。
【００３３】
　ところで、トレランスリング１０がシャフト３０の外周面とスリーブ４０の内周面との
間に嵌合されることにより弾性変形すると、隆起部１４の頂部１６には、圧縮荷重が作用
し、周方向で互いに隣り合う隆起部１４と隆起部１４との間の部分にも同様に圧縮荷重が
作用する。ここで、隣り合う隆起部１４と隆起部１４との間の部分に連通孔１８が存在し
ていると、同部分は剛性が低下するため、その圧縮荷重によって変形しやすくなる。その
結果、隆起部１４の頂部１６に作用する圧縮荷重は小さくなり、トレランスリング１０と
シャフト３０及びスリーブ４０との間に発生する最大摩擦力の低下、換言すればトレラン
スリング１０を用いたトルクリミッタにおける伝達トルクの許容値の低下を招くこととな
る。
【００３４】
　その点、本実施形態では、隣り合う隆起部１４と隆起部１４との間の部分を避けて連通
孔１８が設けられている。したがって、隣り合う隆起部１４と隆起部１４との間の部分は
、同部分に連通孔１８が設けられている場合に比べて変形しにくくなる。その結果、上述
したようなトレランスリング１０を用いたトルクリミッタにおける伝達トルクの許容値の
低下を抑えることができる。
【００３５】
　また、連通孔１８が隆起部１４の頂部１６を貫通している場合、その頂部１６は剛性が
低下して変形しやすくなるため、シャフト３０やスリーブ４０から頂部１６に作用する圧
縮荷重が低下する。このため、トレランスリング１０を用いたトルクリミッタにおける伝
達トルクの許容値の低下を招くおそれがある。
【００３６】
　このため、本実施形態では、隆起部１４の頂部１６を避けて連通孔１８を設けるように
している。したがって、上述したような伝達トルクの許容値の低下を抑えることができる
。
【００３７】
　また、本実施形態において、有孔隆起部のそれぞれには、２つの連通孔１８が設けられ
ている。したがって、有孔隆起部の内外に流入及び排出される潤滑油の量が増えるため、
トレランスリング１０に繰り返し滑り回転が生じることによって生じる摩耗粉を有孔隆起
部一つ一つの内部から好適に排出させることができる。
【００３８】
　また、本実施形態のように、本体部１１に合口部１２が設けられている場合、合口部１
２に近接する部分は他の部分と比較して剛性が低くなる。このため、合口部１２近傍の合
口隆起部に連通孔１８が設けられていると、同部分の剛性はさらに低くなる。これにより
、シャフト３０やスリーブ４０から合口部１２近傍の合口隆起部の頂部１６に作用する圧
縮荷重は低下する。その結果、トレランスリングを用いたトルクリミッタにおける伝達ト
ルクの許容値の低下を招くこととなる。
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【００３９】
　このため、本実態形態では、複数の隆起部１４のうち、合口隆起部を除いた有孔隆起部
に連通孔１８を設けるようにしている。したがって、合口部１２を有するトレランスリン
グ１０の隆起部１４に連通孔１８が設けられる場合であっても、上記許容値の低下量をで
きるだけ小さくすることができる。
【００４０】
　以上説明したように、本実施形態によれば、以下に示す効果を奏することができる。
　（１）有孔隆起部に設けられた連通孔１８を通じて有孔隆起部の内外に流入及び排出さ
せる潤滑油により、トレランスリング１０に繰り返し滑り回転が生じることによって生じ
る摩耗粉を有孔隆起部の内部から排出させて有孔隆起部の内部に溜まり難くすることがで
きる。これにより、更なる摩耗粉の発生を抑えることができるため、トレランスリング１
０の摩耗を好適に抑えることができる。
【００４１】
　（２）有効隆起部に設けられた連通孔１８を通じて有孔隆起部の内部に潤滑油が流入さ
れることにより、例えば、連通孔１８を設けていない場合と比較して、有孔隆起部の内部
に留まりうる潤滑油の量を増加させることができる。
【００４２】
　（３）連通孔１８は、隣り合う隆起部１４と隆起部１４との間の部分を避けて設けられ
ている。したがって、隣り合う隆起部１４と隆起部１４との間の部分は、同部分に連通孔
１８を設ける場合に比べて変形しにくくなる。その結果、上述したようなトレランスリン
グ１０を用いたトルクリミッタにおける伝達トルクの許容値の低下を抑えることができる
。
【００４３】
　（４）連通孔１８は、隆起部１４の頂部１６を避けて同隆起部１４に設けられている。
したがって、隆起部１４の頂部１６はその剛性の低下が抑えられ変形しにくくなるため、
上述したような伝達トルクの許容値の低下を抑えることができる。
【００４４】
　（５）有孔隆起部のそれぞれには、２つの連通孔１８が設けられている。したがって、
有孔隆起部の内外に流入及び排出される潤滑油の量が増えるため、トレランスリング１０
に繰り返し滑り回転が生じることによって生じる摩耗粉を有孔隆起部一つ一つの内部から
好適に排出させることができる。
【００４５】
　（６）連通孔は、複数の隆起部１４のうち、合口隆起部を除いた有孔隆起部に設けられ
ている。したがって、合口部１２近傍の部分はその剛性の低下が抑えられる。その結果、
合口部１２を有するトレランスリング１０の隆起部１４に連通孔１８が設けられる場合で
あっても、上記許容値の低下量をできるだけ小さくすることができる。
【００４６】
　なお、上記実施形態は以下のように変更してもよい。
　・合口隆起部に対しても有孔隆起部と同様にして合口隆起部の内外を連通する連通孔を
設けるようにしてもよい。
【００４７】
　・有孔隆起部に設ける連通孔１８は、それぞれ１つずつとしてもよいし、３つ以上とし
てもよい。また、有孔隆起部として、連通孔１８を１つ設けるものと２つ（複数）設ける
ものとが混在していてもよい。
【００４８】
　・合口隆起部を除く隆起部１４として、連通孔１８が設けられるものと連通孔１８が設
けられないものとが混在していてもよい。
　・連通孔１８は、隆起部１４における立ち上がり部１７を少なくとも含んでいればよい
。例えば、トルクリミッタの伝達トルクの許容値として高い値が要求されない場合、頂部
１６を含む態様で連通孔１８を形成してもよい。
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　同様にトルクリミッタの伝達トルクの許容値として高い値が要求されない場合、有孔隆
起部の起点部位１５のうち、本体部１１の周方向に対向する長辺端部２０に連通孔１８を
設けてもよい。この場合、短辺端部１９には、連通孔１８が設けられてもよいし設けられ
ていなくてもよい。
【００５０】
　・本体部１１には、連通孔１８の他、隆起部１４に重ならない位置において本体部１１
の径方向の内外を貫通して形成される貫通孔を設けることもできる。
　・複数の隆起部１４は、本体部１１の外周面から径方向の内側に隆起するものであって
もよい。この場合、トレランスリング１０がシャフト３０の外周面と同シャフト３０が挿
入されるスリーブ４０の内周面との間に弾性変形した状態で嵌合されると、隆起部１４の
頂部１６はシャフト３０の外周面に接触することとなる。ここで、トレランスリング１０
とスリーブ４０との間において、トレランスリング１０に繰り返し滑り回転が生じる場合
には、トレランスリング１０とスリーブ４０の内周面との間、特に有孔隆起部の内部に摩
耗粉Ｄが溜まりやすい。しかし、こうした摩耗粉Ｄは、連通孔１８を通じて潤滑油Ｌｂが
有孔隆起部の内外に流入及び排出される過程において、有孔隆起部の内側から、例えば有
孔隆起部の外側へと排出される。このように、複数の隆起部１４は、本体部１１の径方向
の内側に向かって隆起するものであっても、上記実施形態や各別例同様の作用及び効果を
奏する。
【００５１】
　・複数の隆起部１４は、合口部１２を構成する一対の端部１３を避けて設けるようにし
てもよい。
　・本体部１１には、本体部１１の周方向に沿って複数の隆起部１４が並設される列を軸
方向に２列や３列以上配置するようにしてもよい。また、こうした配置は、各別例におい
ても同様に採用することができる。
【００５２】
　・図７に示すように、隣り合う隆起部１４同士は、軸方向にずれることなく直線状に設
けられるようにしてもよい。
　・本体部１１は合口部１２を有していたが、合口部１２を連結するように他の部材を介
在させる等して円環状の本体部１１として実現することもできる。
【００５３】
　・上記実施形態は、上記許容値を超えた場合に、トレランスリング１０がシャフト３０
やスリーブ４０に対して滑り回転するトルクリミッタへの適用例を示したが、保持力が上
記許容値を超えた場合に、シャフト３０やスリーブ４０とトレランスリング１０との間に
軸方向の滑りを生じるリミッタへの適用も可能である。
【符号の説明】
【００５４】
　１０…トレランスリング、１１…本体部、１２…合口部、１４…隆起部（有孔隆起部、
合口隆起部）、１５…起点部位、１６…頂部、１７…立ち上がり部、１８…連通孔、１９
…短辺端部、２０…長辺端部。
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